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東京都医療関係職種養成所等指導調査実施要綱 

 

平成２７年８月２１日２７福保医人第９３８号  

改正 令和５年５月２９日５福保医人第６５７号  

改正 令和６年６月１９日６保医医人第８９４号  

 

第１ 趣旨 

この要綱は、養成所及び養成施設（以下「養成所等」という。）に対する東京都

医療関係職種養成所等指導調査（以下「指導調査」という。）について、必要な事

項を定める。 

 

第２ 指導調査の目的 

指導調査は、指定（認定）基準に係る関係法令等の遵守状況について個別的に明

らかにし、必要な指摘、指導及び助言を講ずる監督業務を適切に実施することによ

り、養成所等の適正な運営の確保を図るとともに、もって都における医療人材のよ

り一層の確保に資することを目的とする。  

 

第３ 指導調査の基本方針 

１ 関係法令等を基本に、これまでの指導調査実績等を勘案し、厳正に重点的かつ

効果的に実施する。  

２ 指導調査が画一的、形式的に陥ることのないよう、問題の発生原因及び是正策

を明らかにし、養成所等の問題解決を図り、自律的な運営を促すための具体的な

指摘、指導及び助言を行う。  

３ 法令に違反し、又はその運営が著しく適正を欠いているために、養成所等の運

営等に重大な支障が認められ、是正の措置が速やかに講じられないときは、法令

に定めるところにより行政処分を行うための手続を検討する。  

４ 指導調査の実施及び指導調査結果の処理に当たっては、関係部課との情報交換

を密にするなど充分な連携を図る。  

５ 指導結果の講評及び通知にあたっては、関係法令等に基づいた適切かつ十分な

説明を行い、養成所等管理者をはじめとした関係者による改善が効果的に行われ

るよう留意する。  

 

第４ 指導調査の対象 

指導調査の対象は、次に掲げる養成所等とする。  
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１ 保健師養成所  

２ 助産師養成所  

３ 看護師養成所  

４ 准看護師養成所  

５ 診療放射線技師養成所  

６ 臨床検査技師養成所  

７ 理学療法士養成施設  

８ 作業療法士養成施設  

９ 視能訓練士養成所  

10 言語聴覚士養成所  

11 臨床工学技士養成所 

12 義肢装具士養成所 

13 救急救命士養成所 

14 歯科衛生士養成所 

15 歯科技工士養成所 

16 はり師の養成施設 

17 きゆう師の養成施設 

18 はり師及びきゆう師の養成施設 

19 柔道整復師養成施設 

 

第５ 指導調査の形態等 

１ 指導調査は、集団指導及び実地指導に分けて実施する。  

２ 集団指導は、養成所等の設置者等に対し、指導の内容に応じ、講習会（オンラ

インまたは対面）等の方法により行う。  

３ 実地指導は、指導の対象となる養成所等において実地に行う。  

この際、必要に応じて、あらかじめ指導調査事項を限定して定め、短時間で実

施することができるものとする。  

４ 実地指導において改善すべき事項が認められ、実地指導後に養成所等の設置者

から改善報告書等が提出された場合においては、書面によるほか必要に応じ、現

地で確認する調査を行うものとする。  

 

第６ 指導調査の実施方針 

指導調査を重点的かつ効果的に行うため、保健医療行政の動向を踏まえ、指導調

査の重点項目を掲げる指導調査実施方針（以下「実施方針」という。）を、毎年度

指導調査開始時までに別に定める。  
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第７ 指導調査の計画等 

１ 実施回数、実施時期及び職員編成等を含む指導調査計画は、毎年度指導調査を

開始する時までに別に策定する。  

２ 養成所等の運営等に問題が発生した場合又は通報、定期報告書の確認の結果等

により、そのおそれがあると認められる場合は、指導調査計画にかかわらず、適

宜実地指導を実施する。  

 

第８ 集団指導の実施 

１ 指導対象となる養成所等を決定したときは、あらかじめ、集団指導の日時、場

所、出席者、指導内容等を文書により、当該養成所等の設置者に通知する。  

２ 集団指導は、養成所等の運営、制度改正内容及び過去の指導事例等について講

習会（オンライン又は対面）等の方式で行う。  

なお、集団指導に欠席した養成所等の設置者には、当日使用した必要書類を送

付する等、必要な情報提供に努めるものとする。  

 

第９ 実地指導の実施 

１ 実地指導の対象となる養成所等については、当該年度に新規開設若しくは課程

変更を行った、又は入学定員の変更を行った養成所等のほか、これまでの指導調

査の実施状況及び定期報告等による運営状況並びに養成所等の規模等を総合的

に勘案した上で、選定するものとする。  

２ 実地指導の対象となる養成所等を決定したときは、その実施予定日のおおむね

１か月前までに、調査対象施設の名称、調査日時、調査の担当者等、調査内容及

び事前に提出を求める資料等の内容を文書により、原則として当該養成所等の設

置者（法人の代表者）に通知する。  

３ 養成所等の運営等に問題が発生した場合又は通報、定期報告書の確認結果等で

そのおそれがあると認められる場合には、事前に通知せず、実地指導の開始時に

文書を提示するなどの方法により行う。  

４ 複数の養成所等を運営する法人に対しては、複数の職員体制によって合同の実

地指導を行い、又は日程を調整の上近い時点で実地指導を行うよう、総合的な観

点によって調査するとともに指導する。  

５ 職員体制は、原則として課長代理級以上の職にある者を長とする職員２名以上

で編成する。  

また、実地指導の実施理由によっては、課長又は担当課長以上の職にある者を

長として、職員体制を編成する。  
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６ 実地指導の期間は、原則として１日間とする。ただし、１日間で調査を終える

ことが困難と認められる場合には、事前に調査対象養成所等の管理責任者（理事

長又は養成所長等）と調整の上、必要最低限の範囲で延長できるものとする。  

７ 調査の担当者は、定期報告書等を基に、分担して調査を実施する。  

なお、調査の担当者は相互に緊密な連携を保つものとし、課長代理級の職にあ

る者が相互の関係を調整する。  

８ 実地指導終了後、調査の担当者相互で調整を行った上で、養成所等の管理責任

者等に対して、調査結果を講評し、改善の必要な事項と解決方法を口頭で指示す

る。  

この際、課長代理級の職にある者が全般にわたる事項及び担当調査事項につい

て、他の調査の担当者は自己の担当した個別事項について講評を行う。  

なお、法令解釈等で疑義が生じた場合など状況によっては、現地での講評を行

わず、関係者を招致して行うことができるものとする。  

９ 実地指導は、その効果を高めるために、調査対象養成所等の管理責任者、専任

教員、専任の事務職員等のほか、必要に応じて、関係行政機関職員に対し、調査

への立会いを求め、又は必要事項の調査・照会を行うものとする。  

 

第 10 実地指導の調査内容 

実地指導では、次の１から８までに掲げる事項について、原則として、実地指導

を実施する当該年度及び前年度の運営状況等を把握するとともに関係法令及び関

係通知の遵守状況の確認を行い、必要に応じて改善を指導するものとする。  

１ 教員に関する事項（専任教員の数、勤務状況及び教員の資格要件等）  

２ 授業に関する事項（指定基準等及び学則で定められた授業科目（実習を含む。）

の実施状況等）  

３ 学生又は生徒に関する事項（定員等の状況、入学資格の審査、履修認定方法及

び卒業要件等）  

４ 学則等の内容に関する事項（法令等において学則等に定めるよう規定されてい

る事項の規定状況）  

５ 施設等に関する事項（建物及び設備の状況、教材教具・図書の保有状況等）  

６ 関係法令等に定める申請、届出及び報告など諸手続に関する事項（手続の実施

状況等）  

７ 財務に関する事項（運営状況、入学料等の適正な徴収、収支予算等）  

８ その他必要な事項（健康診断の実施状況、学籍簿等諸帳簿の整備状況等）  

 

第 11 実地指導後の取扱い 



- 5 - 

１ 調査の担当者は、調査終了後、直ちにその結果について綿密に検討し、問題点

のある場合はこのことを明確にした上で医療政策部長へ復命する。  

２ 調査の担当者は、前項の検討結果に基づき、指導調査の実施日から起算してお

おむね２か月以内に、実地指導結果を養成所等の設置者宛に文書により通知する

ものとする。  

３ 実地指導の結果、関係法令等についての著しい違反があり、特に改善が必要と

認められた事項については、指摘事項として通知し、その改善を求めるとともに、

原則として３０日以内にその改善結果に関する改善状況報告書の提出を求め、又

は提出期限までに改善を図ることが困難であると認められる事項については、改

善計画書を提出することとして、その改善内容を確認する。  

４ 実地指導の結果、改善が必要と認められた事項のうち、養成所等の自律的な改

善に委ねることが適当と認められるものは、指導事項として通知する。  

５ 実地指導の結果、上記３及び４には該当しないが、事態の継続によって関係法

令等違反の発生の恐れがあると認められるものは、助言事項として通知する。  

 

第 12 指導方針の継続、統一の確保 

指導調査の実施に当たり生じた疑義及び関係法令等の解釈については、国等と調

整又は協議により指導方針の統一と継続を図り、その内容を文書により整理する。 

 

第 13 指導調査情報の公開 

指導調査に関する情報は、個人情報など法令等により非開示とされる場合を除き、

公開に努める。  

 

第 14 国への報告 

必要に応じ、指導調査結果を国へ報告する。  

 

第 15 その他 

臨時又は緊急に調査が必要と認められる場合は、医療政策部長と協議の上、本要

綱によらず指導調査を実施することができるものとする。  

 

附 則  

１ この要綱は、平成２７年８月２１日から施行する。 

２ この要綱の施行をもって、准看護師養成所指導調査実施要領（平成１７年１１月

２日１７福保医人第１５４３号）を廃止する。  
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附 則 

１  この要綱は、令和５年６月１日から施行する。 

 

附 則 

１  この要綱は、令和６年７月１日から施行する。  


